第５章　自治体職員のありようと課題
　この章は、自治体（特に市町村）および自治体職員のありようと課題を私自身の経験（1970年から2007年まで大阪府寝屋川市役所在職）や身近な職員に聞いたこと等に即して、今回のアンケート調査結果をも加え、「1　自治体職員のありよう―公務員受験から退職まで」、「2　様々な職場の状況」、そして、「3　やりがい―その持続と向上」の3つの項に分けて、考えてみたものです。全国には1723もの市町村があり、さまざまな実態があると思いますので、決して全体像を描いたものではありませんが、自分の自治体や周辺の自治体の状況等をいろんな角度から見つめていただき、改めて自治体職員としての働き方を振り返り、優れた面、改善すべき面等について、新たな展望を考えるための参考にしていただければと思います。
１　自治体職員のありよう―公務員受験から退職まで
　この項では、自治体職員の現状を見るため、まず公務員受験から退職までをそれぞれのエポックに即しながら、概観し、その時々のありようを描写します。自治体や職場や人によってさまざまな経験を積まれていると思いますが、自分の自治体や周辺の自治体の状況と比較して、「自治体職員とは」を考えながら、振り返ってみていただければよいかと思います。
1-1　公務員になる―公務員受験
1960年代半ば頃まで、自治体（特に市町村）職員の多くは、自分が居住している自治体あるいはその近隣都市住民が受験し、公務員になることが多かったようです。人口が急増した自治体では、募集人員に比し、受験希望者も少なく、求人に苦労したとも聞きました。もちろんその頃の公務員給与は民間に比べて低く、採用についてもおおらかだったし、地元住民優先はもちろん、議員や有力者のコネによる採用も一部ではあったようです。
1960年代後半になると、自治体にもよりますが、大都市周辺自治体では人口が急増し、行政需要も増加し、職員の大量募集が行われ、徐々に全国から応募者が来て、採用されるようになっていきます。いわゆる団塊の世代もこの頃に大量に採用され、今年（2011年）ほぼ定年退職期を終えることとなります。
近年は、募集人員が少なくなっているにもかかわらず、応募者は多くなり、全国からやってくるようになっていますし、応募者の中には民間企業経験者も多く、競争率は非常に高くなっています。受験年齢制限幅も広がり、公務員受験予備校で勉強をしてくる者も多くなっています。これだけ公務員批判が高まり、人員削減、給与の削減が進んでいるにもかかわらず応募者が多くなり、中には非常に優秀な人も多くなっています。
試験内容ですが、一般事務では、筆記試験（教養・専門的知識・論文）と面接（個別面接・集団討論面接）が最近では筆記試験の専門をなくし、面接（人物評価）が重視されるようになり、さらに第1次の筆記試験での合格者は多くして、面接（人物評価）で選抜していく傾向が強くなっているようです。面接官も自治体職員だけでなく、民間の人事担当者や学識経験者も入れて、個別面接と集団討論をさせ、しっかり時間をかけて、多面的に人物を評価して選抜することが重視される傾向にあります。
今、公務員を受験するにはそれなりの覚悟が必要です。佐賀県武雄市の樋渡啓祐市長のブログで、「武雄市役所は、情熱無き人、動かない人、人の悪口を言う人、勉強したくない人、生活のためと考えている人、については、絶対に門を叩かないでください」
とありましたが、ここまで厳しく問いかけられると身を引くかもしれません。公務員とは「休まず、遅れず、働かず」と思っている人は論外です。もちろん民間でもそうでしょう（もっと厳しいかも…）。公務員受験をする人は、もう一度自分に問いかけてみる必要がありそうです。
そして、難関を突破して、公務員人生が始まります。
1-2　新規採用
　「市民のためになる仕事」をしようと希望に満ちて、多少の不安感も持ちながら、〈やる気〉も満々で、新任採用職員研修を経て、最初の職場に配属されます。その最初の職場、そして配属先の上司、先輩職員がどのように新規採用職員を迎え入れるかで、その職員が伸びるか、縮まってしまうか、〈やる気〉を持つか、〈やる気〉を失うか、極端に言えば、その新規採用職員の公務員人生は変わってしまうことがあります。新規採用職員を迎え入れる職場の上司、先輩職員は心する必要があります。
1960年代前半頃までは役所仕事ものんびりしていて、「暑い時には机の下に、バケツに水を入れてそこに足を突っ込んで仕事をしていた、また、来庁された市民とお茶を飲みながら、時には将棋を指しながら、地域の状況の情報収集をした」と先輩職員から聞きました。ある意味で職員は、市民や地域と密着していたといえます。
　1960年代後半に入ると、都市部ではたくさんの人の移住で、開発に伴う宅地造成、道路整備、保育所・学校の新設、ごみ・し尿処理等々、都市基盤整備に追われることになります。それまでの役所では経験したことのない問題も多発してきます。新しい仕事は増え、これまでの手法では解決できないことも多くなってきます。国や都道府県との連携も取らなければならないし、地方自治法、地方公務員法、地方税法等の法律の知識も必要となってきます。
しかし、それまでのんびりと優雅に仕事をしていた先輩たちの中には理論的なことはあまり勉強していなかった人が多く、質問しても的確には答えてもらえませんでした。そんな時に、新しく入ってきた職員は、そのような先輩や職場運営に愚痴も言いたくなり、職場で飲み会をしたり、また、同期の会をつくって、新人同士で仲良くしながら、勉強しないとついていけないことを愚痴り、仕方なく研究会を始めたりしていました。
わからないことは先進他自治体に聞くことも多くなり、そんな時に、事務ごとの研究会（○○地域人事担当連絡会など）で知り合った人やいろんな知己を頼って他自治体の職員との研究会も始めました。ちなみに私も若い職員時代から始めた研究会（大阪府内の5市職員による）が30年近くにもなり、今も続いています。
　「今の若い職員は連帯感がないのでは」という意見も聞きますが、なぜでしょうか？いくつか考えられますが、①パソコンによる連絡、指示、報告等が増加し、直接対話が少なくなった、②車通勤が多く、また人づきあいもしない人も多く、昔のように気軽に飲み会等をしない、③同期の職員も少ないため、あるいは民間企業経験者も多く、年齢や職務経験にばらつきがあり、同期会をすることもない、④酒を飲むこと自体を好まず、個人的な趣味や家庭を優先する、⑤職場にさまざまな職員（正規、非正規－派遣、アルバイト等）がいて、気軽に声をかけにくい、等々が考えうると思います。
「無理をしない働き方」（飲み会は付き合わない、など）が増えてきているのは、潜在的に「摩耗する働き方」への忌避感（第2章、18頁）があるのかもしれません。昔はよくやった職場の飲み会や同期会等も開催されなくなり、時間外に気軽に、気楽に、連帯感を醸成する機会が少なくなっているようです。
また、研究会に参加したり、自主的に勉強したりすることが少ないといわれます。そこで、今回のアンケート調査「Ｑ25Ｘ　自治体業務に関連する自主研究グループに属したことの有無」（第4章、83頁参照）を見ると、全体では、「1）現在属している」5.8％、「2）現在は属していない」93.1％と、自主研究グループに現在属している人が非常に少なく、年齢別では、24歳以下は、男性が1）12.5％、2）87.5％、女性が1）1.7％、2）96.7％で、25～29歳は、男性が1）7.9％　2）91.1％、女性が1）10.1％、2）88.1％と、「現在属している」が若い層で高齢層よりも比較的高いものの、自主研究グループに属していない人が多いといえます。
それは、①厳しい公務員バッシングはあるものの、「民間のように景気や業績状況で、途中で退職せざるを得ないようなことはまずないだろう」（＝しっかりした身分保障）と考えている、②今、自治体が変革を迫られていることについての危機感や切迫感がない（＝問題意識が希薄）
、③職員数が減り、仕事が忙しく、残業が多くなって参加しにくい、等があるようです。
さらにアンケート調査結果にも出てきますが、「Ｑ3ＡＡ　生活上の重視度（あそび、趣味、スポーツ、友人との付き合い）」で、「1）非常に大切」「2）かなり大切」を合わせると、92.2％と非常に高く、年齢別では24歳以下では、男性100％、女性95.0％で、25～29歳では、男性98.4％、女性93.6％と若い層ほど生活上で余暇を大切に考えています。そのようなことが研究会への参加や自主的学習を遠のかせているように考えられます。また、「Q23 自主研究グループに対する支援や補助の有無」（第4章、79、80頁参照）にもあるように、支援制度がなかったり、積極的に周知されていないことも一因かもしれません。
しかし、採用後すぐの若い時期に研究会への参加や自主的学習をして広い視野に立って、基礎的な仕事の進め方、理論的根拠等をしっかりと身に付けることがあとあと役に立つと思います。しっかりした先輩に相談することや、同期の人たちと何かの機会をつくって結成を提案してみてはいかがでしょうか。また、新規採用職員研修の時に研修担当者が研究会の結成を仕掛けてあげるとか、自主研究会の支援があることや自主研究会の案内等をしてあげることもいいかもしれません。
エピソード1　　＊最初の3年間は大事
　新規採用されて最初の3年間は非常に大事だと思います。それはこの期間は何も知らないため、真っ白の気持ちで仕事にあたり、先例や慣例にとらわれずに見て、考えることができるからです。どんなことでも、回りの人(先輩・上司)に聞くことができ、その指導を真摯に受け止めることができるからです。また、この期間にしっかりと仕事に取り組むことができれば、公務員人生の基礎力と耐久力が高まると思います。私もこの頃は、職場の先輩の指示をきちんと把握できずに事業部門へ聞きに行って、十分に理解できずに何度も足を運んで、双方からいろんなことを教えていただき、非常に基礎力や耐久力をつけられたと思っています。
1-3　中堅職員時代
　入所して3年から5年ほど経験したこの時期は、さまざまな仕事を係長から求められ、期待も大きくなり始め、後輩を指導することも多くなってきます。窓口職場や現場では、市民との応対の最前線に立つことや任せられる仕事も多くなり、市民との応対で苦労する時期でもあります。
この頃に経験する人事異動で仕事を任せられ、仕事が達成できたり、できなかったりで、〈やる気〉を持つ職員も、また失う職員も出てくることがあります。市民と接することの多い窓口部門に行って、市民の「ありがとう」を聞いて、市民との関係に芽生えて、〈やる気〉を持つ職員がいる一方で、市民に怒鳴られて（よくある）、〈やる気〉を失う職員も出てきます。管理部門へ行った職員の中には、求められる仕事の多さや高度さ・緻密さで〈やる気〉を失う職員と反対に〈やる気〉を出す職員が出てくるようです。
　アンケートの調査結果、「Ｑ5Ｘ　現在〈やりがい〉を持ちながら働くことができているかどうか」（第4章、61頁参照）をみると、25～29歳で、男性が「1）できている」72.0％、「2）できていない」26.5％、女性が1）79.8％、2）20.2％となっています。経験を重ねて30～34歳になると、男性が「1）できている」65.4％、「2）できていな」34.6％、女性が1）79.8％、2）32.6％と、〈やりがい〉を持ちながら働くことができていない職員が男女ともに1割程度増えています。
いくつかの職場を経験して、どのような先輩や管理職と出会えるか、また、配属された職場の雰囲気で、〈やる気〉を失う職員と〈やる気〉を出す職員とに分かれるようです。希望に満ち、〈やる気〉をしっかり持っていた気持ちも徐々に劣化し、日常の仕事の惰性に侵されがちになる時期でもあります。
　職員として成長する大切なこの時期に、「どうせ変えられないなら、考えても無駄」と考えるようになって「思考停止」（第2章、13頁）にならないように気を付けるとともに、日常の仕事の惰性に侵されないようにするため、①自分自身で改めて仕事について考えてみる、②同僚と話し合いや学び合いを持つ、③先輩や管理職に自分の考えを聞いてもらう、④庁内の勉強会や庁外の研究会等に参加する、と〈やる気〉を失わずに〈やる気〉を出す方向に変わっていけて、一層充実した時期になると思います。
　人間にとって、緊張と弛緩は必要です。仕事を充実させながら、プライベート（遊び）も充実させる、そのバランスを上手に保つことが必要なのでしょう。ある意味で、上手に「遊ぶ」ことができずに、いい仕事もできないかもしれません。この若い時期にいろんなことに積極的にチャレンジしていただきたいと思います。私の好きな言葉に“懸命に助走して、助走して、思いっきりジャンプして、違う世界が見えれば愉快だ。”というのがあります。特に、「違う世界を見て愉快だ」と思える気持ちの持ちようは大事かもしれません。
エピソード2　　＊大阪府庁出向研修
　入庁4年目の4月から大阪府地方課(現市町村課)行政係へ2年間出向研修に行きました。最初は山と積まれた各新聞の切り抜きから仕事が始まりました。その間にも府内各市町村からの電話を受け、質問に答えることも始まります。ただ、質問に答えるためには、文献や先例（先輩たちの回答した先例集）で学び、通称「ラブレター」という回答案の文書を作成し、少なくとも主査まで決裁をもらいます。でもそこまで行くのが大変で、府庁プロパーの年下の職員から「こんなのダメです」と何も示唆してもらえずに放り返されたことも何度もあります。でもまた考えて提出すると、「これならいいでしょう」と言われてホッとしたこともあります。みんな厳しい中にも優しいこともあり、みんなで飲みに行って騒いだこともたくさんあります。また、地方課出身の異動された係長によく喫茶店に連れて行っていただき、「逐条解説は1ページから読むもの（その頃、研修生の中にはそうする人もいた）ではない、時々に参考にするものだ。それよりも課題別のさまざまな本を読んで基礎をしっかり固めよ。いまどのような本を読んでいるか？」と聞かれて、当時読んでいた「松下圭一『都市政策を考える』や宮本憲一『地域開発はこれでよいのか』（いずれも岩波新書）などを読んでいます」などと答えて、「それでよい」と言われました。厳しく指導されたことは今ではなつかしく思えます。若い時期にいろんな先輩や同僚と話をし、刺激を受けて勉強することは非常に大事だと思います。
1-4　係長時代
　係長時代は、係長になってその仕事を達成できるか、できないか、そして課長への道を歩めるか否か、職員生活で大きな変化の時期であります。仕事の達成感はあり、大きく飛躍できる可能性のある時期です。
近年、係長試験を実施する自治体が増えていますが、係長試験がない自治体もあります。
係長試験のない自治体では、どのように係長を選任しているのでしょうか？だれもが認める良くできる職員というのはごく少数でしょう。普通の職員は「周囲の人たちの受けが良い」、「立ち回りのうまさ」や、「要領の良さ」等で認められることもあるでしょうし、上司による上申や一部では議員、有力市民等の推薦によることもあるようです。職員は、その登用によって士気が高揚することもあれば、士気を喪失してしまうこともあります。
試験を受けるにもさまざまな問題もあります。受験年齢が子育てや親の介護等、家庭の事情で受験を見送らざるを得ない場合も、特に女性職員には多いようです。
しかし、何よりも係長になると仕事もきつくなるし、問題が発生すれば率先して解決にあたり、また、市民の苦情には前面に立って受けなければならず、苦労が多い割には給与等の処遇でのメリットがないと考えられ、また、一般職の時より手取りが少なくなるということもあり、近年、受験しない職員が多くなっているようです。係長試験を受けない受験可能年齢に達した若い職員の存在が、「若い職員は〈やる気〉がない」と言われる一因にもなっているようです。
　このようなさまざまな状況にありますが、係長は非常に重要なポジションです。係員を指揮し、仕事を完結しうる職場の要であり、この職務をしっかり行うことで仕事の能力や〈やる気〉を高めることとなります。プレーイング・マネジャー的存在になり、自分のアイデアを仕事に盛り込ませやすくなります。係長になることによって、達成しうる、〈やる気〉につながる仕事ができ、その後の職員人生を築く大切な時期です。「係長になると…」とあまり気負い過ぎずに、仕事の達成感や大きく飛躍できる可能性に期待して、係長試験にチャレンジしていただき、係長時代をぜひ充実して過ごしていただきたいと思います。
エピソード3　　＊係長は試練も多い
①ある自治連合会長の自宅に事業の報告に行き、名刺を渡すと、「係長が何をしに来たんだ！」と一喝されました。これは「私のような地位の者に話をしに来るのは、少なくとも課長で、本来は部長が来るものだ」とのこと。でも平身低頭、粘り強く説明をして、ほっとしながら帰りました。市民の中にはいろんな方がおられます。案外最初はきついこともありますが、話し合うと意外と仲良くなれることもあるものです。
②係長になると議会委員会で答弁することもあります。初めての委員会での質問に対して、ドキドキしながらもそれなりに答弁したつもりでしたが、質問者の古参議員から「そんな木で鼻をくくった答弁をするな！」と一喝されました。質問議員の意に沿わない答弁についてはこのように怒鳴られることもありますが、担当として、しっかり実情を答弁する必要があります。ただ、この時、別の古参議員から「しっかりと答えているぞ！」と応援もいただいた（これを聞き逃さなかったのは、すごい？！？）。
1-5　課長時代
　1980年代ぐらいまでは職場全体を見つつも、少し極端に言えば、新聞を読んだり、関係課へ行っては世間話をし、時には議員とお茶を飲んだりしていることが課長の役割みたいなところがありました。そういったことで職員一人ひとりにも心配りができ、職場の状況も呑み込め、職場運営はうまくいき、また、職場職員と関係課との融和を図ることができ、議会対策もうまくいき、職務を穏便に進めていくことができると考えられていました。今そんなことをしていれば、市民からも、職員からも強いお叱りを受けることになりかねません。
現実に今の課長は職務をしっかりとこなさなければならず、今までは係長の仕事と思われてきた「プレーイング・マネジャー」の役割も引きずって行いつつ、上司や関係課決裁へも行き、議員ともその時々に接触しながら議会の委員会の答弁もし、市民との対応や地元説明会の最前線に立ち、課員の不適切な対応で市民に陳謝をし、忙しく立ち回らなければならなくなっています。課の目標をしっかり定め、職務の進行管理を行い、課や職員間のもめ事も厳正に解決しないと、「うちの課長は…」と批判の的となる、一番ストレスがたまる地位かもしれません。
　そこで、課長の役割および良き管理職と困る管理職像についてですが、「一般職員にとって課長は、所属組織の代表者であると同時に、人事考課を行い、意思決定者であり、場合によっては職務命令を下す管理監督者である。この所属長と所属職員との間において両者にとって切実な問題は、適切な仕事の割り振り、方針の共有、公正な人事配置、そして職場における良好な人間関係の維持である。一所に所属する職員が、責任を持ってそれぞれの分担する仕事を遂行すると同時に、気持ちの良い職場の雰囲気が形成されていることが課全体のパフォーマンスを高めるうえで必須の条件となる。大部屋主義の職場の管理者には、『自他に誠実で、明朗な性格を持ち、度量が大きく、豊かな関心の持ち主』といった意味でよき人柄を備えていることが求められる」。一方で、困る管理職としては、「前言を平気でひるがえし、いつも仏頂面で、横柄で、こまごまと小言をいい、感情を失禁し、御身大事の前例踏襲主義の管理職でも、かといって愛想はいいが部下の言に左右され、自信もなく、なにを考えているかはっきり示さず、しかも面倒なことがおきると他に責任を転嫁するような管理職でも困るのである」
とされています。
　課長は、仕事ができるだけでなく、「自他に誠実で、明朗な性格を持ち、度量が大きく、豊かな関心の持ち主」という「よき人柄」が必要なようです。
　さらに課長になると、議員、各種団体有力者等との政治的な関係を重視せざるを得ない時期になります。国の場合だと、「課長級以上の最も重要な仕事は国会議員といかにつきあうかだと言ってもいいくらいです」
とありますが、市町村の課長級以上ではそこまでいかないまでも、議員との関係は重要になってきます。新たな政策の執行、スムースな事業運営は、議員のチェックに対していかに適切に応え、後押ししてもらえるかにかかってきます。時には理不尽な問い詰めにもしっかり答えて、議員を味方にすることが必要な場合も出てきます。しかし、そのことが「いい仕事」の執行にもつながり、仕事の満足感を高めることにもつながることも多いのです。
　議員、各種団体有力者等との政治的な関係は必要で、重要なのですが、その駆け引きの中で、管理職（課長）としては、政策（特に新しい政策）や取り組みや手法の面でどうしても消極的になることがあります。そうなると職場全体が消極的になってしまいます。所属職員は課長の姿勢を見て学んでいくわけですので、消極的にならないように大所・高所に立ち、所属職員の先頭に立って、しっかり前進していく自覚が必要です。
　一方で、課長は職場の職員、関係課、市民、議会対応等で苦しい時期でもありますが、楽しめる時期でもあり、仕事の達成感を味わえ、一番いろんな仕事を完結させることができ、充実できる地位でもあります。「プレーイング・マネジャー」になり、あれこれと細かく部下を指導することは極力抑えつつ、大きな視野で、職場全体を見渡し、職員の状況をよく見て、仕事を任せ、指導・調整をし、フォローを行うことが必要です。しかし、そのためにはそれまでにさまざまな職場でしっかりと職務を遂行するとともに、さまざまな知識や知恵を充電し、蓄えておかなければならないでしょう。
エピソード4　　＊俺が謝りに行ったげようか
　ある時、地元市民団体の有力者の所へ事業の説明に行き、その結果を部長にまず「ひどく怒られました」と報告したところ、部長は即座に「俺が謝りに行ったげようか」と言いました。皆さんはこの上司をいい上司と思いますか、そうは思わないですか。一見いい上司のように思えますが、その時私は、「なぜ相手が怒ったのか、その理由は何なのか」また、「君はどう思うのか、どうすればいいと思うのか」つまり、相手（有力者）が無茶なことを言っているのか等をきちんと聞き、それなら「俺が謝りに行こう」か「説得に行こう」等々をしっかり考えたうえで、対応をしていただきたかったのです。責任を取ってくれる上司はいいのですが、責任の取り方は難しいものです。
　（なお、部長時代は入れませんでした。それは、部長になれば政治的色彩が課長時代以上に濃くなり、仕事の仕方、いい仕事、やりがい等のここで考えていきたい仕事の本質から少し離れる部分が多くなると感じるからです。）
1-6　定年退職
　在職中はさまざまな苦労、特に他人に言えない、隠れた苦労が公務員にはあります。市民に嫌がられる仕事（たとえば廃棄物処理場の建設等）に関わることがあるかもしれないし、シロをシロと言えない、クロをクロと言えないことが多く、さまざまな公務員の壁を乗り越え、さまざまな圧力に耐えなければならないことも多いと思います。世間では安定して、気楽で、苦労のないのんきな仕事とみられているようですが、公務員は気苦労が多く、精神的に圧迫感の強い仕事です。強いプレッシャーを受け、ストレスをため、当初思っていた〈やりがい〉を失い、退職しようと思うこともあるかと思いますが、約40年間、定年まで勤められ、かつ、その時々に充実感を味わうことができ、定年で退職できればめでたいことです。
もちろん途中でやる気を失ったなら辞めることも選択肢の一つではありますが、日々辛抱強く、市民のため、世のために、何よりも自分のために励んでいただきたいと思います。そして在職中に関わったさまざまな人々から「長い間、ご苦労様でした」と送っていただければ、自分に「良くやった」と言ってやることができるでしょう。
　定年退職後は、今は再任用の道がありますが、再任用で勤めることは、後輩に気を使うし、どこまで後輩に意見を言うか、指導する方が良いのかに気を遣うこととなります。再任用職場の上司である後輩は、どこまで再任用の先輩に指示すべきかを悩むし、結果的には再任用の職員はあまり役に立たないと言う人が多いことも事実です。そのため、せっかく築いた地位や実績が崩れてしまうことになってしまうこともあるようです。しかし退職後に「することもないし、収入のこともあるし」ということで、再任用の道を選ばざるを得ない人も多いようです。仕事のことについては後輩である上司と十分に話し合い、明確にするとともに、そっと後ろから見守ってあげ、時にはそっと助言してあげる立場なのかもしれません。いずれにしても組織を乱すことなく、後輩から批判されることがないようにしっかりと自分に与えられた職務を遂行することが大事です。
エピソード6　　＊「大過なく…」という言葉でなく……
　私の場合は37年間、公務員一筋できました。退職の挨拶状には「大過なく…」と書くことが多いのですが、「大過なく…」は「何もしないで…」と同じだという人もいます。私の場合は、過ち（大きくはないにしても）もたくさんありましたし、危ない橋〈犯罪ではなく〉も渡ったこともありました。たくさんのプレッシャーを受け、悩みもし、ストレスもたくさんためました（お金はあまりたまりませんでした〈笑〉）。しかし、退職の時は清々しい気持ちで多くの仲間に送っていただきました。「やれるだけのことはした」「それなりの成果も作った」という思いです。何よりも職場にも、市民にも、また、全国の自治体職員や研究者の方々とも仲間が広がり、今でも交流をしています。「同じ釜のめし」ではないにしても、自治という現場で悩みを共有したり、相談もしあった仲間は素晴らしいものです。ぜひ皆さんもしっかりと勤め、多くの仲間をつくっていただきたいと思います。
2　さまざまな職場の状況
　この項では、「職員」、「信頼できる上司や目標にしている職員」、「職員の仕事に対する姿勢」、「人事異動とキャリアデザイン」、「スペシャリストとジェネラリスト」、「管理部門と現場部門」、「職務の遂行と職場運営」という項目に分けて、職員や職場のさまざまな状況を浮き彫りにして、新たな展開への問題提起を試みます。自分の今の職場の状況を見ながら、どうあるべきかを考えてみてください。
2-1　職員の状況
　公務員バッシングの中で、職員数は大きく減少しています。特に一般行政職の削減は、1994年と2010年の比較で20.2％もの削減、16年連続で減少しています。さらに技能労務職になると、2005年から2010年の5年間で、31％もの削減になっています
。にもかかわらず、なおも職員数の削減が言われ、給与の削減を言えば、選挙の際に票になり、「公務員ムダ論」のような本も売れています。どこまでいけばこの現象はとどまるのでしょうか。
一方、都道府県からの事務権限移譲も進められ、社会状況の変化に伴う新しい事務も加わり、事務量はかなり増加しています。職員数が減少し、事務量が増加し、かつ給与が削減される中で、〈やりがい〉を持ってどのように日常の事務処理をしていくのか、職員自身は戸惑い、かつ疲れはじめているというのが実情です。
　また、職員数の減少に伴って、職場では再任用職員や非正規職員（派遣職員、アルバイト等）が配属され、職場や正規職員は職務の遂行、職場運営等、さまざまな面で困惑しています。
　事実、自治体職員の役割・働き方に関してどのような意識を持っているのか、アンケート結果をみると、まず今、“職場の性格や状況について”ですが、「F10A　民間委託や指定管理者制度が導入されている」（第4章、55頁参照）かについては、「1）あてはまる」48.5％、「2）あてはまらない」49.6％で、また、「F10B　正規職員が減り、非正規職員が増えている」（第4章、55頁参照）かについては、「1）あてはまる」51.1％、「2）あてはまらない」47.6％となっています。自分のいまいる職場のほぼ半数で、民間委託や指定管理者制度が導入され、かなりの職場で「民営化」が進められており、また正規職員が減り、それを補填する形で再任用職員や非正規職員が増えている状況が見受けられます。
　このような職場の状況での職務遂行についてですが、「F10C　非正規職員が正規職員と同じような仕事をしている」（第4章、55頁参照）かでは、「1）あてはまる」43.3％、「2）あてはまらない」55.3％で、43.3％という多く人が、非正規職員が正規職員と同じような仕事をしていると答えています。現に、非正規職員が増え、その非正規職員が正規職員と同じような仕事をすることとなり、公務労働の意味や労働条件の違いからくる問題も少なからずおこり、戸惑いが生じている職場も少なくありません。これは、「公務労働とは何か、正規職員の役割とは何か」という重要な問題を含んでいます。
　さらに、人員の減少と仕事量についてですが、「F10D　人員が減少し、１人１人の仕事量が増えている」（第4章、55頁参照）かについては、「1）あてはまる」74.8％、「2）あてはまらない」23.6％で、4分の3という多くの職員が、人員が減少し、１人ひとりの仕事量が増えていると感じています。
　このような職場、職員の状況で、市民に喜ばれる「いい仕事」ができるのでしょうか。職員が全員で職場での連携、コミュニケーションをしっかり取り、職務遂行手続きや職務分担についてしっかりと考えていく必要があります。このような時こそ、職場討議により、目標の共有と職場の一体感を醸成することが必要であり、管理職もその力量が問われることとなります。
2-2　信頼できる上司や目標にしている職員
　仕事をしていくうえで信頼できる上司や先輩がいれば、仕事はスムースに、楽しく進められ、「いい仕事」ができるし、成果も上がります。また、困ったときに教えを受け、適切な処理につなげることもできます。信頼できない上司や先輩ならば、その反対になってしまいます。
　では、「理想の上司・先輩とは、最悪の上司・先輩とは」どのような人でしょうか？東京ディズニーランドでの例では、理想の上司・先輩とは、①リーダーシップをもっている、②ゲストや後輩をよく見ている、よく声をかける、③困っている人がいれば、すぐ声をかけ、手助けをする、④改善点を見つけたら、すぐに改善にとりかかる人たちであり、最悪の上司・先輩とは、①自分のことしか眼中にない、②いうことと、やることが違う、③面と向かって注意しない人たちだとされています
。自分や皆さんの周辺の人と比較してみてください。もちろんディズニーランドと自治体職場では違うでしょうが、根本は同じではないでしょうか。
　現実にアンケート結果では、どうでしょう。「Ｑ9　今の職場で信頼できる上司の有無」（第4章、63、64頁参照）では、「1）いる」67.0％、「2）今はいないが過去にはいた」23.6％、「3）現在も過去にもいない」8.2％で、「いる」が多いのですが、男性で39歳までのすべての年齢層で70％を超えており、若手に「いる」が多いのは希望が持てるともいえます。
　一方、「Ｑ10　目標にしている先輩職員の有無」（第4章、63、64頁参照）では、「1）いる」59.3％、「2）今はいないが過去にはいた」21.2％、「3）現在も過去にもいない」18.4％で、「いる」が多いのですが、39歳までのすべての年齢層で60％を超えており、「今はいないが過去にはいた」は40歳以上のすべての年齢層で25％を超えています。若手に「いる」が多いのは希望が持てます。一方、40歳以上になれば、今度は自分が目標となる先輩職員になるべき時期なのだと心がける必要があるでしょう。
　一方で、信頼できる上司や目標にしている職員は大学やNPO等に出て行ってしまう、という声も聞きます。確かに実践を積みながら、勉強をして、転出したりする人も増えてはいますが、そんなに多くはないはずで、１自治体にせいぜい数人でしょう。もしその人を目標とするなら、まずはその人のその後をしっかりリサーチして、自分はしばらく公務員のままでその人の教えを受けてみて、時期をしっかり見定めて、はばたくこともいいかもしれません。さらに目標とされる職員・信頼される職員になれるように今まで学んだことを振り返り、しっかりと自己設計をし、発信できるように心がけることも必要です。
エピソード７　　＊信頼関係は大事
　もちろん内容にもよるのですが、職員にとって上司やトップとの信頼関係は、大きいものです。
　ある問題について、きちんと関係者、関係部署の了解を取り付け、いわゆる根回しを済ませて、順次助役〈現副市長〉決裁も得て、市長の決栽だけとなり、いただきに行ったのですが、市長は説明を繰り返しても、頑として「ダメ」を繰り返し、それでもかなりの時間をかけて説明を繰り返しましたが、断念し、助役にその旨を報告し、助役から改めて説明をしていただき、決裁を得たことがありました。これはあくまでもその当時の市長と私の信頼関係が全くなかったことによるものです。
　もう一つの事例は、ある事案で府会議員とかなり議論をしました。その後ある時、市長（前記の市長とは違う市長）に別件で相談に行った時のこと、市長が「○○府会議員とエライ議論したそうやな」と言われ、「その件はこう、こうで議論になってしまいました」と言いました。その時市長は「あー、そうか」の一言でした。これは市長が府会議員から「○○君は…」と言われたので、その議論の内容を私から聞き、問題ないことを確認し、私を叱責することなく、府会議員から言われた事実だけを伝えて、この件を済ませてくれたのです。このことは、市長と職員（私）に信頼関係があったからだと思います。信頼関係は大事ですね。
2-3　仕事に対する姿勢
　常に仕事に対して前向きで、積極的であることは大事ですが、その姿勢を保ち続けることは容易ではありません。公務員人生40年の間に、職場の人間関係や自らの健康問題を含めてさまざまなことがあり、くじけそうになることも多いと思います。
どのような職場（民間であっても）でも、非常に「できる」「がんばる」職員もいれば、職務を普通にこなせない職員や職務怠慢者も少数ではあるがいると思います。
　職務を普通にこなせない職員、その人が窓口に出ると市民との間で問題をおこす職員、また、普通に仕事ができるにもかかわらず、職務を怠る職員もいます。もちろんこれらの職員にもさまざまな理由もあるでしょう。本人が病気がち、家族の介護やトラブル等があって職務に集中できないこともあり、やる気そのものを喪失している場合もあるかもしれません。いずれにせよ、こうした職員に仕事の指示をしても他の職員の数倍もの時間がかかり、的確な処理ができず、市民はもちろん、後始末をしなければならない周りの職員も迷惑をこうむることがあります。職場は混乱するし、士気も下がるし、普通に仕事をしている職員にも悪影響を及ぼすこともあります。
　アンケートで、「Q7　〈やりがい〉を持てなくなった理由」（第4章、60、62頁参照）の中で、「仕事量」、「賃金」、「職員間の連携・コミュニケーション」の次の4番目に「職務怠慢者の存在」がくるのは、やはりいろんな職場で職務怠慢者がおり、その職員が職場の運営や他の職員の〈やりがい〉をなくす要因になっている証左でしょう。上司にとっては悩みの種となります。
市民からは「何もしていない職員がいる」と苦情が来ることもあります。何らかの形でこの状況を変革しなければ、市民の批判を受け続けることとなり、ひいては職員全体の〈やりがい〉の喪失、モチベーションの低下にもつながってしまいます。このような職員は、異動時期に人事課へ他の職場への異動を進言しても、普通の職員とセットで2名減での異動となることもあれば、また、同じような別の職員が配属され、人が変わっただけで中身は同じというようなこともあり、何らかの対応が必要です。
　一方で、仕事がこのような問題のある職員から、「できる」「がんばる」職員に仕事が偏っていく傾向があるようです。「できる」「がんばる」職員は、できるし、がんばってくれるから、多くの仕事や重要な仕事を任せられるのでしょうが、アンケート結果でも、「F10E　仕事量が特定の人に偏る傾向がある」（第4章、55頁参照）では、「1）あてはまる」68.3％、「2）あてはまらない」30.0％と、仕事が特定の人に偏っている傾向が表れています。
少なくともこの多くの仕事をこなしている「特定の人」が報われるのであれば、つまり、「特定の人」への人事評価が適切になされ、それなりの処遇がなされればまだ救われるとは思うのですが、もし適切に評価に反映されていないとすれば、問題はさらに深刻になります。
　公務員の場合、強い身分保障があり、法令違反や長期欠勤がない限り、退職させられることもなく、少しは遅れるとしても昇給もします。そういった環境の中では懸命に働く、がんばるインセンティブがどうしても薄れていきがちです。「できる」「がんばる」職員の評価が適切になされ、それに沿った形で処遇されるように改善することが必要です。
　また、少数精鋭主義を実践している自治体もありますが、この少数精鋭主義にも危うさが伴います。仕事量が増え、なおかつその仕事が「特定の人」（少数精鋭者）に集中すれば、適切に「いい仕事」をし続けることができなくなり、〈やる気〉を持続させることができなくなってしまうのではないでしょうか。適正な事務処理や将来展望を持った仕事や〈やりがい〉を持続させるにはどうしたらよいか、真剣に検討しなければならない重要な課題です。

　職員数が減少し、その少ない職員でしっかりと「いい仕事」をしようとすれば、職務怠慢者による職場全体の総体的職務水準の低下を防ぎつつ、一部職員に仕事が偏るのでなく、職場全体で「いい仕事」のできる条件整備を、つまり職場全体の職務水準が高まる工夫をしていかなければなりません。また、どうしても改善できない職務怠慢者に対しては、復帰のための研修メニューを提供し、改善を促し、なおもどうしても改善しない場合には、厳しい対処も必要かもしれません。
　仕事が忙しくなればなるほど、上司、部下共に不平や不満が出てくるものです。そのことを克服して、職場の意思疎通の向上により、全体で職務水準が高まるようにするために、課内でミーティングを持つのはいかがでしょうか。
「お互いの認識のどこが違うのか」「何に問題があるのか」「どうやって変えていけばいいのか」といった目先にある課題や相違点をいったん横において、もう少し遠い先を見て、「より良い仕事やサービスのあり方とはどういったものか」、「どんな職場ならみんなが生き生きと働けるのだろうか」という将来の“ありたい姿”について話し合ってみることがお薦めです。まずは身近にできることから、「相違点ではなく『共通点』を探して一体感をつくる」
ことから始めて、職場全体で「いい仕事」ができるように、前向きで、積極的な姿勢を保てるように工夫する話し合いをしてはいかがでしょうか。
2-4　人事異動とキャリアデザイン
職員にとって非常に関心が高いのが、人事異動です。自分がどの職場に配属されるか、またその職場にどのような職員がいて、どのような上司がいるか、さらにどのような職務内容かは大きな関心事です。異動によって落ち込む職員もいれば、〈やる気〉を増す職員もあり、その職員の人生観をも変えることもあります。

人事異動は、組織にとっては新しい職員の配置により組織に刺激を与え、その組織の力を高めるとともに、個人にとってはその職員の適性や能力をしっかり評価し、それにあった職場で職務につかせ、その職員の仕事の幅を広げ、能力をさらに伸ばすためにあります。しかし、個人の能力評価を的確に行い、かつその能力開発も考慮して人事異動をしているかどうか、疑問視せざるを得ない場合もあります。人事は「ひと（他人）ごと」（人事課は所詮「人事を他人事」のようにしか処理していない、との喩え。）と揶揄されるように、職員にとっては不満が残る場合が多いものです。人事異動の実態は、「その人の人生を大きく変える」などという意識は薄く、単なる「駒」として動かされることも多いかもしれません。
　近年、新規採用から10年間に三つの職場、つまり、管理部門、現場部門、出先機関等に区分して、異動するようにしている自治体があります。この10年間を超えたのちは、ほぼ3年から5年程度同じ職場で勤務すると、「異動を希望するか、しないか」ということと、「希望するならどの課に行きたいか」を自己申告させる自治体が多くなりました。自分の希望する職場で職務に就くことにより、意欲を持って仕事に取り組んでもらうためです。
しかし、アンケート「F10Ｊ　異動や配置換えには希望が反映されている」（第4章、55頁参照）かでは、「1）あてはまる」32.0％、「2）あてはまらない」64.9％と、希望が反映されていないとする回答が2倍にもなっています。その原因としては、①異動希望が各部署にまんべんなく分散していれば希望が反映される確率も高いのですが、そうはならない、②所属長からの内申でも、人事課としても「配属しがたい」と思われる職場を希望する職員が存在する、などが考えられます。
私の人事担当時の経験からいうと、希望としてあがる課は市民課が多く、それは、①勤務時間内にほとんどの事務処理が終わるということ、②勤務内容であまり悩みをあとあとまで残さないからだそうです。希望が異動とうまく合致しないことの方が多いのです。
「職員（自分）に何ができ、何をやりたいか」（＝職員の適性や能力と希望）と、「組織としてどのような職員を求めているか」（＝組織の必要性）をうまく合致させることができれば、仕事の可能性は広がるとともに、いい成果が出ることとなります。しかし、現実の人事異動は、そのようにうまく合致させることは難しいようです。
人事異動は、本人の希望と組織にとっての必要性との調整の中で行われるものです。新規採用から10年の間にしっかりと自分の適性と能力を発揮しながら仕事を遂行し、新規採用からの10年間を超えれば自分のやりたい仕事や職場を明確にし、組織にとって必要とされる人材となることです。自分に適切なキャリアを選択できれば、「いい仕事」ができ、〈やる気〉を醸成する可能性は大きく広がります。
キャリアデザインについて、地方公務員制度調査会は、「地方分権の推進に伴い、組織の肥大化を防止しつつ地方公共団体の政策形成機能や問題処理能力を高めていくためには、従来のライン職中心の年功序列を重視した人事ローテーションを抜本的に見直し、スタッフ職や専門職をライン職と並ぶキャリアパスとして制度上位置づけ、職員の適性や能力に応じスタッフ職や専門職として活用する複線型の人事管理へと切り替えなければならない。このような複線型人事管理への移行は、個々の職員の適性、能力をふまえた多様な人事管理を実現し、職員の就業意識の変化にも対応することになる」
と、個々の職員の意思と適性・能力に応じて複線型のキャリア形成プログラムをつくることを提言しています。
人事課としては、その職員がどのような適性や能力を持ち、どのような希望を持っているかを常に見極め、キャリアを選択させ、そのことに合致した仕事を担当させることができれば、その職員の〈やる気〉を高めることができ、組織としても効果がでるはずです。そのために、「キャリア開発研修」をし、個人記録として、適正・能力・得意分野・希望（やりたい仕事）を記載した「職員人事調書（キャリア調書）」を作成し、また職員からも申し出させるようにすればよいのではないでしょうか。
そこで、個人としては、日々の職務をしっかり行いながら、仕事の実績を重ね、能力を高め、発揮をするとともに、自分の展望を持ち続けることが必要です。
　自分のできる仕事、やりたい仕事を明確に自覚し、こだわりながらも、与えられた仕事をいかに効率的・効果的に遂行して「いい仕事」を積み重ねながら、その上で自分の好きな分野の勉強をして、役職につくことも拒まず、キャリアデザインを描いてみることだと思います。上司や部下に恵まれることや運もあるかもしれませんが、せっかくの公務員人生、夢を持って、仕事の実績と日頃から蓄積した能力の発揮によって、そして何よりもしっかりとした自分の展望（キャリアデザイン）を持ち、それを伝えることによって、その篤い想いは実現することもあります。
エピソード８　　＊初めての人事異動
　総務課の法規係にいた私は、駅前再開発事務所に異動になりました。不安いっぱいで、初めての異動（ただし、この前に市では総務課付で大阪府へ２年間行っていましたが）で、かつ、管理部門から事業部門への異動です。この異動についてその時の上司は、「引き抜かれた」と、私に言いました。その当時の重点事業であった駅前再開発事業が、いよいよ権利変換（現在持っている土地、家屋等の権利と新しく建設される建築物等へとその権利を変換する）に取り組もうとしていたため、法律をかじった職員が必要になったようです。人事異動は多分に人と人の入れ替えもありますが、このように重点事業への人の重点的貼り付けでもあるのです。
　人事異動は４月１日付が多いです。その前の３月議会で市政運営方針が発表され、新年度の方針、予算、重点事業も明確になります。そのためにそれぞれの分野でのエキスパートがその重点事業の担当に引き抜かれ異動することも多いのです。その意味では、人事異動は必ずしも人事課のフリーハンドでもないのです。
エピソード９　　＊私の人事異動…思った通りにはいかない
　私の職場経歴は、総務課（法規係）・大阪府地方課行政係（研修）・駅前再開発事務所・人事課・土木管理課・企画室・情報システム課・クリーンセンター・自治経営推進室・総務部・企画財政部です。自分の思った通りに異動したことはほとんどなく、いろんな職場に、管理部門と事業部門と行ったり来たりの異動でした。しかし、退職時に考えたことは、それぞれの職場で、いろんな人と出会い、いろんな苦労もありましたが、みんなとともにたくさんの仕事ができたなー、という思いです。その時々の異動に一喜一憂せずに、与えられた職場でしっかり仕事をすることだと思います。
2-5　スペシャリストとジェネラリスト
　スペシャリストとは、特定分野で専門的知識と技量を持っている人で、ジェネラリストとは、幅広い能力・知識を持ち、全体的な立場から総合的な判断ができる人です。これまで市町村では、まち全体の動きがわからないと自治や地域の課題は解決しない、との考えもあって、ジェネラリスト指向であったと思います。
しかし、近年、市民と接する職場で「職員が市民とやっときちんと話ができるように育ってきたと思うと異動して、新しい職員にはこちら（市民）が一から教えなければならない。もっと長くいてきちんと仕事ができるようになってほしい」と、市民の側から「もっとスペシャリストを育てるべきだ」との意見が聞かれるようになっています。また、税等の専門知識のいる職場では、「最低でも5年はいてくれないと一人前にはならない」と言われ、スペシャリストを育成することが求められるようになっています。
　これは難しい問題です。公務員の職務は、非常に複雑な要因があり、賛否両論ある中で高度な判断をしなければならないこと、また、地域全体を見通し、あるいはさまざまな事案を想定しながら判断すべきことも多いのです。タテ割り行政の悪弊でもありますが、他部門との関係も斟酌しなければならないことも多く、特に管理職ともなれば、自治体全体を考えて判断し、説明もしなければならないことも多くなります。一方、職員の側からするとせっかく慣れたと思ったら全然関係のない部署に異動になり、一から新しい職務を習得しなければならないと、がっくりすることもあります。
　異動後、前職員との引継ぎがスムースにできていないために市民から苦情が出るので、1か月経っても、2か月経っても「私は変わってきたところで…」と言い訳しているようでは市民の信頼も得られないでしょう。そのためにも地方自治に関する基礎知識は日ごろから学んでおくとともに、自分の自治体の全体状況をある程度しっかり把握しておく必要があります。また、職場では事務処理マニュアルは常に最新版をまとめておき、その職場の全職員が習得しておくとともに、引き継ぎをスムースに行って、決して市民に迷惑をかけるようなことがないように準備をしておかなければならないでしょう。
スペシャリストとジェネラリストについては、自治体にはさまざまな職務がありますので一概に言えないのですが、事務職であれば、新規採用から10年程度までは市の業務全体を鳥瞰できるように幅広い業務の経験をして、行政のプロとしての土台を形成してジェネラリストの素養を磨き、中堅職員を終える時期からは、それまで培った得意分野を活かし、深く豊かな知識と技量を花開かせることがスペシャリストへの展望を可能にするのかもしれません。自治体の職務は、しっかりと地域を見る眼を養い、地域に根ざした総合的な政策を策定し、実行していくことにあります。自治体全体の仕組みを知ることが大切であり、目の前の仕事を単に「こなす」ことではありません。職員はその使命と自信と誇りを持って自分の職務に習熟するとともに、自治体全体を視野に入れて職務を遂行するようにしていくことが必要なのです。
スペシャリストかジェネラリストかを考える場合にも、自治体全体を視野に入れて的確に判断でき、市民に信頼される職員として育つように自主研究や能力向上のための努力をしていくことが必要です。
エピソード10　　＊１週間で職務をマスター
　国のキャリアの人にかなり前に聞いた話ですが、「異動後１週間で新しい職場の職務内容はほとんどマスターし、２週間もたてば、新しい提案ができるようにします」とのことです。正直すごいな！と驚いたことを覚えています。１週間とは言わないまでも２，３週間たてばしっかりと自分の職務を遂行できるように、日頃からできるだけ市全体の仕組みや基礎を学んでおこう、と心がけるようにしました。でも、市町村の業務は、広範囲で、かつ、ち密ですので、そう簡単にはいかないですよね。
2-6　管理部門と現場部門
　管理部門と現場部門とは、なぜか意思の疎通が十分でなく、軋轢が大きいのが実情のようです。
「現場部門では人員不足、予算削減の中でも、市民ニーズは多様化、高度化してきて、非常に苦労している。にもかかわらず、管理部門は十分にその仕組みがわかるように説明もせずに、行政改革、行政評価等々とさまざまな改革や資料請求をし、現場部門では『やらされ感』『疲弊感』が募り、日々、受け身で、その場しのぎの仕事をこなすようなことが多くなっている」、「現場部門に問題がないわけではない。自部課の存在価値、ミッションを、また、今市民が求めているニーズを、全体政策からみてきちんと理論的に管理部門に説明しきれていないことが多くないか、そのことなしに『管理部門は現場のしんどさや重要性をわかっていない』と言っても、理解はされない。一方の管理部門も『現場に任せておけば何をしでかすかわからない、信用できない』と、相互不信の中で市民サービスを提供しても、その成果は十分に出せないであろう」
という状況にあるようです。
これは、管理部門と現場部門の分節的な構造から派生することであり、そのことは意思疎通の不十分さであり、事務執行、資源配分における対立、葛藤でもあります。管理部門と現場部門の集中と分散でバランスよく政策の立案、執行、評価をするはずが、①市民との接触度の相違、②市民間の利害の得喪、③政治的駆け引き、④理論構築の優劣等でバランスが取れていない状況から生まれてくるものです。しかし、一方で「それを調整するために管理部門があるはず」との意見もあります。これらは、双方の意思疎通のための努力不足、事業の説明能力や調整能力の不十分さ、市民感覚、地域感覚の不十分さがもたらすもので、それぞれに言い分があります。
管理部門では、市民感覚、地域感覚を持ち、現場職員を信頼することが求められるし、政策の意思決定の仕組みと方向性や展望をもっと現場部門にも明確にし、情報提供していく努力が必要です。一方の現場部門は、やはり事業内容と多様な市民の状況を庁内はもとより市民にも理論的に説明する力が求められているといえそうです。
そういう意味では、たとえば、現場部門の事業立案の早期段階から管理部門と十分協議できる場を設定するとか、管理部門が一手に握っている人事や予算の分野で各部門に委譲する部局別予算配分、部局への人事異動（各課へは当該部局が人事配置する）を行うとともに、管理部門と現場部門の人事交流等をして、戦略的に双方を理解しうる人材育成をし、「いい仕事」のできる環境づくりを職員とも協力して行っていくことが必要でしょう。
いずれにしても、市民に喜ばれる地域の総合行政サービスを提供するために、管理部門と現場部門の相互理解の努力と行政技術の向上が求められています。さらには、 管理部門がこれまで行ってきた意思決定は、庁議等の合議機関に任せることとし、管理部門は現場部門のサポート機関になるような大胆な発想の転換も必要かもしれません。
いずれにしても、管理部門と現場部門のことを職員自身もそれぞれの特性を意識し、双方が協力、連携できるようにしていかなければなりません。そして、市町村職員は、市民の中にニーズがあり、知恵があることをしっかりと改めて認識することと、もっと地域を知り、関連法制にも熟知することが求められています。現場部門の知識と知恵が全庁的に活かされるように努めることが大切です。
エピソード11　　＊管理部門と現場部門
　私の場合、管理部門と現場部門を常に行ったり来たりしてきました。それぞれに良さもあるし、マイナス部分もあると思います。
　管理部門はどちらかというと組織自体がしっかりしていますが、そのことは硬直化しているということにもつながります。現場部門は割合あいまいなところもあるのですが、ここはという時（技術的なこと等）はキッチリしています。ただ、市民と接することが多い割には市民としっかり向き合っていない部分もあります。
　私の場合、管理部門にいる時は、かなり強引に改革に着手し、反発もあったと思いますが、現場部門では、未着手の部分（これまで積極的に取り組んでこなかった部分）が多いため、いろんな改革に着手し、部下からの提案も受け入れられたため、成功したことも多かったように思います。一方、管理部門では、上下関係が強く、上司は保守的（上司にもよりますが）なことが多く、下からの提案は受け入れられないことが多かったと思います。
　結局、何か改革をしようとするときは、その職場の特異性を見ながら、自分だけの力や「正義」に頼らず、いろんな人の意見を結集しながら、また、周辺の了解も取り付けながら、着実に進めていかなければならないようです。案外若い人にはこれが辛抱しきれないのかもしれませんね。
2-7　職務の遂行・職場運営
　職員数が減少し、さまざまな職員（常勤・非常勤・再任用・アルバイト・派遣職員）が職場に混在していることで、職務の遂行・職場運営が難しくなってきています。公務員でなければできない仕事は近年見直され、その範囲は縮小されてきていますが、同じ課や係で、職員間でどのように仕事を配分するのか、職場でのコミュニケーションへの参加や意思決定への参加にどのように差をつけていくのか等、解決すべき難しい問題もあります。
　正規職員の場合、業務が高度化・細分化され、かつ人員が減少する中で、少人数で遂行しなければならないため、個人担当制も増え、たとえ主担当と副担当をつくっても現実は一人で処理しなければならず、負担は大きくなっています。また、パソコンによる業務処理も仕事の個人化を進めています。そのため、関連職務の全体像を見ながら、また、他の職員の職務との連携も考慮して、担当部分を執行することが困難となり、多様化している市民ニーズに対してそれぞれ個別の対応となりがちで、そのことが自分の職務の真のスキルアップにならず、また、全体像を描いたうえでの対応でないため全体最適の職務執行ができにくくなっています。
　このような時こそ、管理職のリーダーシップと職場内の一層のコミュニケーションや連携を密にする必要があるのですが、現実はどうもうまくいっていないことが多いようです。
アンケートでも「Q11B　職場でのコミュニケーションやつきあい（雑談や飲食をともにするなど）」（第4章、64、66頁参照）では、「1）減った」34.8％、「2）少し減った」25.1％、「3）変わらない」30.6％となっており、全二者の合計、すなわち多少なりとも「減った」と感じている人の合計が59.9％と多く、かつ、特に中堅以上でそのように感じている人が多いことに鑑みると、以前はもっとゆったりとチームワークを重視して仕事を進めていたが、近年は職員数の減少等でゆとりを無くしていることがうかがわれます。また、〈やりがい〉を持てなくなった理由として、「仕事量の増加」を挙げている職員が43.9％と一番多いことからも、ゆとりがなく、仕事に追われていることがうかがわれます。
忙しくなればなるほど、打ち合わせやコミュニケーションを取り、職員間の意思疎通を図る必要があるにもかかわらず、その時間がなくなり、職場の運営はさらに難しくなっています。こんな時こそ管理職の力量が問われることとなるわけですが、管理職は議会対策や地元対応で忙しく、ゆったりと職場全体を見渡す余裕がなく、職場の運営や職員の状況に目配りが十分できなくなっているようです。
1992年の完全週休2日制になる前は、土曜日は午前中に仕事を終え、課内や課を超えて仲良くソフトボール大会やボウリング大会をしたり、1泊2日の旅行をして、課職員の親睦を図り、意思疎通を良くすることもあったものです。そのような課職員のリクレーションの場が少なくなり、本音でゆっくり話をすることがなくなり、ますます連携が難しくなっているようです。
このような時に「求められるのは、ダラダラと仕事をするのではなく、『決められた時間になすべき仕事をしっかりと遂行すること』（＝生産性を上げること）であり、そのためには、仕事の優先順位を明確にした上で、『余計な仕事』をカットし、余力を創り出すこと」（第2章、18頁）が必要です。このことを個々人が明確に意識するとともに、そのことが実行できるように、職場で組織目標の明確化や職務遂行状況の確認等をしっかりと行い、仕事の全体最適を展望するため、職場内のコミュニケーションや連携をさらに密にする工夫が必要でしょう。
コミュニケーションや連携を図るためには、「会議―真面目にまじめな話をする場」、「アフターファイブの飲み会―気楽に気楽な話をする場」と、「オフサイトミーティング―気楽にまじめな話をする場」が考えられますが、それぞれを場や状況に合わせて活用が必要だと思います。特に、オフサイトミーティングをうまく活用してみてはいかがでしょうか。以下に3つの特徴とオフサイトミーティングの手法について紹介しておきます。
　①会議は、「真面目にまじめな話をする場」で、その特徴は、「立場を背負って発信する」、「言ってよいことと悪いことの区別をつける」、「伝わり方が一方通行」、「正論を主張する場」、「自分の意見をいかに通すかが関心事」です。これは日常的に主に時間内に行っています。
②アフターファイブの飲み会は、「気楽に気楽な話をする場」で、その特徴は、「もともと気の合う仲間」、「『ここだけの話』を本気でする」、「無目的」、「本音は出るがその場かぎり」です。最近少なくなっていますが、これはこれでうまく活用できれば、有効です。ただし、多用はできないでしょう。
③オフサイトミーティングは、「気楽にまじめな話をする場」で、その特徴は、「立場を離れて自らの『思い』を語る場」、「人の話をじっくりと聴く」、「『言ってはならない』ことのハードルを下げる」、「異質な考え方を受け入れる」、「その場限りにしない」です。それは、「信頼にもとづく対話から問題を発見し、知恵を生み出す話し合いの場」であり、職場を離れ、立場や肩書をはずして、参加者同士がざっくばらんに話し合い、「思っていることを自由に言えない」、「まともな意見でなければ言えない」、「必ずアウトプットを出さねばならない」といった制約をはずし、リラックスした雰囲気の中で自由に話し合い、お互いの話を聞き合うミーティング」に他なりません。そのルールは、①「立場や肩書をはずして『一人称』で語る」、②「相手の身になって『良く聞く』」　③「弱みを見せて『一緒に困る』」、④「あるべき論で相手をやっつけない」、⑤「答えは一緒につくっていく」
です。一度活用されてみてはいかがでしょうか。
３　やりがい―その持続と向上
職員にとって、「市民のために」という夢を持って公務員になった時から、仕事に〈やりがい〉を持って働き、さまざまな仕事を経験することによって、さらに〈やりがい〉や意欲を高め、その気持ちを退職時まで持ち続けることができれば、本人にとっても職場にとってもすばらしいことです。
　この項では、「やりがい」、「公務労働」、「仕事への意欲の持続」、「仕事と役職」、「能力向上・自主研究」に分けて、仕事をしていくうえで〈やりがい〉を持続、向上させること、また、〈やりがい〉の疎外について考えてみます。それぞれに自分をあてはめて、こんなことがある、あんなことがあると思い浮かべながら、改めて仕事の〈やりがい〉について考え、〈やりがい〉向上のために何ができるかを探ってみてください。
3-1　やりがい
まず、〈やりがい〉の現状をアンケート結果でみていきましょう。(第4章で詳細に論じられているので、ここでは補足的に述べておきます。)「Q５　現在〈やりがい〉を持ちながら働くことができているかどうか」（第4章、60～62頁参照）では、「１）できている」14.3％、「2）ある程度できている」52.1％、「3）あまりできていない」25.8％、「4）できていない」7.2％で、これを“できている”（＝1）＋2））、“できていない”（＝3）＋4））として再構成すると、3分の2の職員が現在〈やりがい〉を持ちながら働くことができており、3分の1ができていないとなっています。
これを、3分の2もの職員が〈やりがい〉を持って働いているとみるのか、3分の1もの職員が〈やりがい〉を持って働いていないとみるかは、非常に難しいところです。しかし、「市民のために」働きたいと公務員になったにもかかわらず、3分の1もの職員が〈やりがい〉を持てずに働いているのはかなり問題があるように思います。
そこで、まず「Q6　〈やりがい〉を持って働くことができる理由」（第4章、60～62頁参照）は何なのかをみてみると、1位の「2）雇用の安定性」57.8％と5位の「1）賃金」44.4％は雇用条件で、ほぼ半数の人が挙げており、満足しているように思えます。しかし、これら、特に賃金は今後も低下していくことが予想されます。
その他の理由では、2位の「9）職員間の連携・コミュニケーション」55.2％、3位の「10）能力や創意性の発揮」48.0％、4位の「11）責任ある仕事を任されたこと」47.8％で、仕事の進め方についてもそれぞれほぼ半数の人が〈やりがい〉を持って働ける理由として挙げています。これらを見るとそれなりに職場運営がうまくいっているように思えます。
ただ、「4）市民からの評価」が7位で27.2％と低いのが気になります。現実に市民から評価されていないのでしょうか、または市民からの評価を期待していないのでしょうか。職員は、もっと市民からの評価を意識すべきではないかと思います。「『ありがとう』の声を聞きたくて……。」（大分県土木建築部『土木未来（ときめき）宣言』）（第1章、６頁）は、素晴らしいですよね。
　一方、「Q7　〈やりがい〉を持てなくなった理由」（第4章、60～62頁参照）として1番多いのは、「3）仕事量」43.9％で、近年の職員数の減少や高度化・複雑化する市民ニーズへの対応で個々人の仕事量が増え、「いい仕事」をする気持ちを持っていても、そこに届きにくくなっていることが、このような結果になったのではないかと思われます。仕事量の問題をどのように解決していくかは、大きな問題です。
2位は、「1）賃金」37.5％ですが、〈やりがい〉を持って働くことができる理由では44.4％の人が挙げていたのですが、意見が分かれています。これは、近年の賃金カット等が続く中で、先行きの展望が持てなくなり、不安感が意見を分けているのかもしれません。
3位は、「9）職員間の連携・コミュニケーション」36.0％で、〈やりがい〉を持って働くことができる理由では、55.2％あったのですが、一方で持てなくなった理由で36.0％あり、持てる理由では比較的若手職員が多いのは、先輩たちのフォローがうまくいっているのかなと思います。一方、持てなくなった理由で高齢職員が多いのは、近年になって、これまでのチームワークによる仕事から個人プレイでの仕事が多くなってきたためと思えます。これは「Q11AX　職場内での連携・助け合い」（第4章、65頁参照）が減少したと感じる人が中堅以上、高齢職員に多いことからも感じ取れます。
そして、4位は、「10）職務怠慢者の存在」31.5％で、職務が忙しくなるにつれて、今まで「あの人ができないのは仕方がない」と思っていた気持ちも薄れていき、しっかり働いている人がこのことによって〈やりがい〉を失ってしまうということがあれば、その人の人生にとっても、職場にとっても大きな損失となります。
　職員数が減少し、忙しくなればなるほど、職務怠慢者も含めて、全職員で職務のレベルアップと効率的・効果的な職務遂行ができる取り組みをして、できるだけ多くの人が〈やりがい〉を持てるようにしていかなければなりません。
3-2　公務労働
　いまどき「お上意識」や「措置してあげる」といった上から目線で仕事をしている職員はいないと思います（少しはいるかな…？）が、〈やりがい〉を考えるうえで、また、「新しい公共」が言われ、公共サービスの提供方法等に揺らぎが生じている中で、もう一度「公務労働」、「公務員ならではの仕事」について考えてみることが必要です。
　公務労働とは、公務に関わる労働であり、その公務とは、公共のために果たすべきことです。そして公務員の仕事は、地域社会の福利の向上に努めることであり、公平や公正、そして社会正義の実現に向けて働くことといえます
。
　若い職員には「公務労働」、「公務員ならではの仕事」の意識が薄れているという人もいますが、昔の職員はその意識があったのかというとそうでもなく、「転勤もないし、まー公務員にでもなっておこうか」という人が多かったようですし、決して若い職員だけの問題でもないと思われます。1960年代半ばまでの職員は地元の人の採用が多く、地元地域に密着した職員が多かったことで、地域に対する愛着は強くあったのは確かだと思います。しかし、「公務労働」についての確たる意識が今の職員以上にあったとは必ずしも思えません。今の公務員受験者は全国各地からくることや地元に居住しない人も多く、案外地域への愛着が薄くなりがちであることからこんな言葉が出てくるのかもしれません。
若い職員は、当初は「公務労働」や「公務員ならではの仕事」をしようと思ってはいたのでしょうが、現実に仕事をしていくうちに、失望して仕事に対する意識が希薄化していったのでしょうか。もちろん余暇（Q３AA　余暇―第4章、57頁参照）も大事であることはうなずけるとしても、仕事の中に何らかの打ち込めることがなく、市民のための「公務労働」を意識する人が比較的少なく、余暇を一番重視していることはいかがなものでしょうか？日本の未来や自治体職員の先行きに展望が見えないからかもしれませんが…。
自分の仕事、公務労働がいかに大切であるかを認識させられた、私の現職時代のあるエピソードを紹介します。
エピソード12　　＊税は大切　公務労働は大切
税の応援（税務担当課職員ではない職員による）徴収に市内へ出かけた時のこと、ある一軒で、「税の滞納がありますので払っていただけないでしょうか」というと、応対していただいた高齢の方が「去年まで息子に仕事があったのですが、今年はなく、今日も職探しに行っています。ですが、税金は払わなければならないのですから、今日は1万円だけでお願いできませんか？」と言われ、1万円いただいたことがあります。こんな形でいただいた税を原資に仕事をしているという意識を常に持ち続けなければならないと強く感じました。
自分のしている仕事は大事だと思う職員ほど、「こんなこともしてあげたい、これも充実させたい」という思いに駆られがちです。その気持ちは大切なのですが、一方で市民の大切なお金を使うのだから効率的・効果的に使わなければならないこと、そして、税を原資にしている「公務労働」の大切さをかみしめました。
税の大切さ、公務労働の大切さを意識しながら、仕事を進めることで「公務員ならでは…」の気持ちが生まれ、また、自信を持って「いい仕事」を遂行でき、市民から「ありがとう」の言葉を聞けることにつながるのではないかと思います。
　しかし、昨今の公務員に対する市民の厳しい目線を受け、かつ職員数の減少、仕事量が増加する中で、公務労働を意識しつつ、「いい仕事」をし続けるには困難を伴うと思われます。
そこで、「Ｑ11Ｃ　仕事でストレスやプレッシャーを感じること」（第4章、67頁参照）があるかどうかを見てみると、「1）かなり増えたと思う」35.3％、「2）ある程度増えたと思う」45.3％で、1）＋2）は80.6％と非常に高くなり、かつ、「Ｑ12　仕事でストレスやプレッシャーを感じる要因（3つ以内選択）」（第4章、68頁参照）では、「8）業務量の増加」53.0％が非常に多く、2番目は「4）職場の人間関係」35.5％です。
3番目に多い要因は、「5）市民」33.7％で、3分の1の人が市民の眼を感じており、特に若手、中堅職員に多いのですが、「市民のために」と思いながら仕事をしていて、なぜ市民の眼でストレスやプレッシャーを感じるのかをしっかりと分析をし、克服する方法を考えなければならないでしょう。
4番、5番目は、「９）思い通りに仕事を進められないこと」26.0％、「7）個人任せの業務の増加」25.1％となっています。職場討議をしっかり行い、職場全体で「いい仕事」をするための工夫を全員で考えていく必要があります。
　いま、自治体職員に求められる働き方とは、「“公務員の特性”を活かし、“公務員としての存在意義”を発揮するような働き方」(第2章、19頁からを参照して下さい。）であり、正しいこと、つまり正義の論理で物事を考え、時には「できない」ようなことでも必要なら「できる」に変えることも公務員には必要であり、そのために身分保障もあるのではないでしょうか。これからも公務員は安泰で、「休まず、遅れず、働かず」で過ごせるはずはありません。「できない」を「できる」に変える仕事術を身に付けることが必要です。
首長や議員の政治職は4年ごとに市民の審判を受けます。職員は40年間働くプロパーであることをしっかり肝に銘じて、「いい仕事」をするため、「私はどう考えるか」、「私はどうする」をしっかりと持ち、そのための努力をしてほしいと思います。
エピソード13　　＊正規職員こそ市民と積極的に接すべき
　広報部門に元新聞社の方に非常勤で来ていただきました。主に市民に取材をして、広報紙に掲載する原稿をつくっていただくこと等の補助のためですが、正規職員が市民に取材することをしないようになり、この非常勤職員に任せきりになっていると聞きました。職員としては、市民に接して、市民から何かと言われることを避けたいようですが、元新聞社の方に市民との接し方や市民の意見の引き出し方等、取材のノウハウを学んで、それを正規職員自身が積極的に活用して、市民と接し、市民のニーズを受けとめることをしなければならないのだと思います。担当のことでない仕事の苦情も言われるかもしれませんが、正規職員こそ市民と積極的に接するようにして、市民の気持ちをしっかりと受け止めることを心がけるべきですよね。
3-3　仕事への意欲の持続
　公務員生活は前職歴がなければ、定年まで40年（定年延長になれば、45年）ほど勤めることになります。初めから仕事への意欲のない人はいないでしょうが、意欲を持ち続けることは大変です。
　若い職員についていろんな人に聞いてみると、「意欲がない」という人と「意欲がある」という人に意見が分かれます。また、「意欲はあるのだが、周りの先輩たちが意欲を失わせるのだ」という人もいます。意欲満々で来て、いろんな疑問点・問題点や提案を先輩たちにぶつけてもその反応が鈍いし、どちらか言うと波風を立ててほしくないと否定されてしまうことが多いことがあり、仕事への意欲を萎えさせてしまう職員もいます。
私自身も入所間もないころに、「この処理の仕方は少しおかしいと思います」と提案したことがありました。その時、高齢の職員が「あんた、若いねー」と一蹴された苦い経験があります。しかし、その後もさまざまなことを提案し続けましたが…。
そこで、「Ｑ18　現在の業務を行う中で、自主的な改善や新しい取り組みを提案したことの有無」（第4章、P75、76参照）についてですが、「1）提案・提言を行ったことがある」34.0％、「2）試みたが提案・提言を行わなかった」29.0％、「3）試みようと思ったことはない」35.6％と、三分しています。3）に若手が多いのは、意欲の問題ではなく、職務経験年数の少なさ（熟知していない）なのかもしれませんが、素朴な疑問を出して、改善につなげていってほしいと思います。
その提案等に対して「Ｑ19　行った提案、提言の実際の業務への活用の有無」（第4章、76頁参照）ですが、「1）いつも活かされている」4.9％、「2）大体活かされている」64.3％で、7割近くが活かされていることはよい結果だと思います。
「3）ほとんど活かされていない」26.6％、「4）いつも活かされていない」3.1％は、提案の内容等の出来・不出来にもよりますが多いように思えます。実施の有無は別として、少なくとも真摯に受け止め、応える努力をしないと改善意欲を失い、さらに仕事への意欲をも喪失しかねません。
提言を現実化するに当たり、常に何らかの障壁はあると考えますが、乗り越える難易度はどの程度なのか、また、どのような障壁を感じたかについては、「Ｑ20Ｘ　難易度〈楽だった〉」（第4章、77頁参照）では、「1）課内の同僚からの理解を得ること」64.3％、「2）上司からの理解を得ること」50.8％は過半数を超え、比較的に楽であり、「Ｑ20Ｙ　難易度〈困難だった〉」（第4章、77頁参照）では、「3）庁内で調整を行うこと」56.8％、「4）業務遂行上の困難性」52.1％、「5）政治の壁」49.8％がほぼ過半数を超えており、課内では提案等が活かされることは比較的楽のようですが、庁内調整（他課－財政課、法制担当課など他関係課との調整）や業務遂行上の困難性（法律や規制の壁、市民の合意形成）や政治の壁（首長、議会、外部組織からの反対圧力）がネックになっているようです。
課内や上司調整は課内での意見交換などで乗り越えられますが、その他の面では一般職員で行うことは少なく、管理職の力量や熱意に負うところも大きいでしょう。公務の仕事での課題は、公正、公平、平等が強く求められるため、「間違ってはならない」、「前の人と違った対応をしてはいけない」が先に立ち、どうしても新しい課題提起には躊躇しがちになり、前例踏襲主義になってしまいがちです。若い職員は新鮮な気持ちで、事案を見て「どうもおかしい。こうすればもっとスムースに事が運ぶのに…」と考えます。本当はそのことをしっかり議論しながら、検討を加えればいいのでしょうが、職員数は減って、仕事は増えて余裕がなく、どうしても前年どおりで事を運びがちになります。
第三者（有識者等）による提言があれば、説明も付きやすいでしょうが、職員からの提言で変えるとなるとそのために意外と大きな労力を要することも多いでしょう。そのような処理の仕方が職員の意欲を萎えさせるとわかっているのでしょうが、「もっと強くならなければこの先もっと試練があるぞ！」と言わんばかりに提言を却下する先輩が多いのも事実です。
しかし、若い職員の改善、改革意欲を高め、その提案等を受けとめ、活かしていくようにすることは、職場の活性化のためにも、職員の〈やる気〉を向上させるためにも必要です。もちろん提案者も粘り強く、しっかりと提言し続けることは必要でしょう。上司は、若い職員の改善・改革意欲を高め、その提案等を受けとめ、活かしていくようにすることは、職場の活性化のためにも、仕事への意欲の持続、職員の〈やる気〉を向上させるためにも必要です。
若い職員は「できない」を「できる」に変えていく仕事術を身につけていくことも必要でしょう。次の文章は、参考になるでしょう。
第7章　木村流「できるに変えていく」シゴト術

　やりたいことを実現するためには、最初のチャンスをどうやってつかむかが重要な課題になります。…私は常に「企画書を出し続けること」を心がけてきました。どんな小さいことでもよいので、企画書案・改善案を出し続けるのです。思い起こせば、私もかつてはずいぶん突拍子もない企画を出していました。（中略）もちろんこうした無鉄砲な企画書はすぐに却下されますが、それでも出さないよりはずっとメリットがあるのです。まず、「上司にやる気を伝えられる」こと。企画書を出し続けていると上司の印象に残ります。どんな人でも、部下が〈やる気〉を見せていれば、何かをやらせてみたくなります。たとえ却下され続けても、諦めてはいけません。ふとした時に「そういえば、あいつはどうした？」と思い出してもらえます。時には、思わぬところからチャンスが降ってくることもあるでしょう。加えて、「提案の仕方も身につけられる」こと。企画書出しを繰り返すうちに、企画の立て方や提案のポイントが分かってくるのです。
（木村俊昭『「できない」を「できる！」に変える』実務教育出版、2010年、159～161頁）

さまざまな試練があり、公務員を続けていくと、やめたいと思うこともありますが、「Q14　公務員をやめたいと思ったことの有無」（第4章、70～72頁参照）では、「1）現在やめたいと思っている」17.8％で、「2）かつてはあるが今はそう思わない」が36.3％です。
やめたいと思った理由についてですが、1位は「8）仕事がつまらない・やりがいがない」37.7％で、2位が「5）能力・適性があっていない」32.4％で、3位が「4）人間関係が良くない」31.7％です。
　では、「仕事がつまらない・やりがいがない」人で、「今はそう思っていない」人は、その「仕事がつまらない・やりがいがない」をどのように克服したのか。また、「現在、やめたいと思っている」人は、そのことを克服しようと努力しているのか。働き続けることは、つらいことや苦しみを伴うことも事実です。その苦しみを周囲の人たちと語り合い、分かち合い、克服しあうように努めることも必要でしょう。簡単に一時期に思った「つまらない・やりがいがない」で済ませてしまってよいとも思えません。その理由にもよりますが、もっと工夫や努力が必要かもしれません。
2位の「能力・適性があっていない」については、たまたま配属された部署の仕事が自分には「つまらない、やりがいがない」と感じることもあるかもしれません。その仕事が不得手ということもあるかもしれません。行政の仕事は多岐にわたり、さまざまな職務があり、公務員生活40年の間にさまざまな職務や、現場部門や管理部門、出先機関ときっといろんな部署に配属されます。ある一時期の担当職務で「つまらない、やりがいがない」とし、やめようと判断することは避けるべきだと思います。
意欲を持って、「いい仕事」をし続けるためにも、一人で深刻に悩みこまないことが必要でしょう。担当職務の目的を再度明確に意識することで解決するかもしれませんし、仕事を面白くしていく工夫をしてみるのもいいかもしれません。また、上司や先輩がこういった状況を鋭く察知して、だれのため、何のための仕事か、そのことによって喜んでくれる市民があること等も意識づけしてあげることも必要です。
時には職務遂行や人間関係で悩むこともあり、ストレスがたまることはよくあります。議員や関係団体、市民からのプレッシャーを感じることもあります。意欲を持って仕事をすればするほど、ストレスやプレッシャーに悩まされることも多いでしょう。何とかそれを克服する方法をとらねばなりません。問題によっては係や課で話し合うことで解決することも意外とあるものです。家族や同僚や先輩に聞いてもらうことや、余暇や趣味で、また、飲み屋で発散する方法もあるかもしれません。
同じように悩んでいる人はきっといると思います。庁内にいるかもしれませんし、他の自治体職員の中にいることもあります。そんな人と忌憚のない話をする機会をつくることできっと解決することも多いと思います。仕事でのストレス等は、仕事を理解する仲間や問題解決に向けたアドバイスをしてくれるような友人、先輩との会話を通じて、真の、あるいは根本的な解決につながることは多いと思います。私もさまざまな人に助けていただきました。
エピソード14　　＊他の自治体の仲間に救われることもある
　政治的な背景による、意に沿わない人事異動（「左遷」とも言われる…）もあり、私も選挙がらみの首長交代の時に、新首長に疎まれて、情報システム課長からクリーンセンター（出先機関）へ異動させられました。この時は新首長の気持ちを慮って、多くの職員から少し離れた姿勢を取られました。私も気を使って、迷惑をかけてもいけないと思い、本庁舎へ行った時は、あまり親しく声をかけることは極力避けました。こんな時は他の自治体職員に親しい人がいると助かります。他の自治体職員はそのようなドロドロした政治的なことには関わりがありませんので、真摯に向かい合って励ましてくれたり、新たな改革についても助言したりしてくれました。本当に心強かったことを覚えています。
　その頃の話ですが、敗れた首長候補者と何人かの職員で食事した時、「えらい迷惑かけたなー」と、この時の異動を心配していただいたのですが、この時、同席していた職員が「大丈夫ですよ。この人はこけてもただでは立たない人だから…」と言ってくれました。この二人の言葉にも勇気づけられました。日頃から、信頼し合う仲間を持つことは素晴らしいことです。
3-4　仕事と役職
　「行政の職場では、一般に、仕事は権限とセットになって、ピラミッド型の組織（階統制）のなかで遂行・運用されている。この場合、職務権限の内容は、裁量の幅と責任の範囲・程度とであるから、通常、職制上の地位が上昇すれば権限も拡大する。より大きな仕事（政策実現）、一層自分のアイディアが活かせる仕事をするためには、地位が上がり、権限が大きくならなければならない。このように地位の上昇が政策の実現を可能にするから、権限確保を実現するための『昇進』が重要となる。ヒラではだめだ、早く係長に課長になっていい仕事をしたい、と思うようになっても不思議ではない」
とあるように、役職は「いい仕事」をするために必要なこともあります。
　本来、役職は、発揮された能力や仕事の実績によって与えられるべきであり、また、役職への昇格は、①能力と実績ある人を重要な役職につけることによって「人材を選抜」することと、②昇格させることによって「働くインセンティブ」を与えることにあるといえます。
　まず、①「人材を選抜」ですが、業績・職務遂行能力の実証による昇格・昇給ではなく、多くは年功序列により、運用されてきました。
しかし、近年はポストも少なく、人件費も増大化していることや、従来考えられていた“年齢を重ねることが経験を積み重ね、能力も向上し、功績も積むことができる”ことにはならないと考えられるようになっています。また、成果を厳しく問われるようになり、きちんと能力発揮や実績に基づいて登用しないと職務遂行がますます難しくなっており、年功序列ではなく、登用試験や人事評価により能力・実績を諮って登用するようになってきています。若い職員が比較的早い時期に係長等に選抜され、若い力や柔軟な発想による職務遂行が期待されるようになっています。
次に、②「働くインセンティブ」ですが、役職につくことによって職員は、①組織内外に認められる、②自己の個性や能力を発揮できる場が広がる、③経済的満足（給与が上がる）と社会的満足（信用が上がる）を得る等が考えられますが、果たしてそのようになるかどうかが問題です。
現実は、管理職等になれば、①仕事は厳しくなる、②職員への気配りをしなければならない、③議会や市民関係団体等との対応もしなければならない、④超過勤務手当がなくなる等があり、責任が重くなっても年収は減って支出は増える、となるようです。そんな中で、管理職試験の合格を目指してがんばれない、がんばらない職員が増えているようです。重い責任はなく、それなりの給料があればそれでよいと考え、係長試験を受けず、自分の好きな仕事ができるなら役職は低くても構わないという職員が増えつつあり、管理職になろうとするインセンティブが低くなっているようです。
　そこで、アンケートの結果を見ると、「Q4AX　役職について」（第4章、58、59頁参照）では、「1）好きな仕事なら役職は低くてよい」81.8％、「2）できるだけ高い役職につきたい」17.0％で、「好きな仕事なら役職は低くて良い」と答える人が81.8％と非常に高く、「できるだけ高い役職につきたい」を圧倒しています。
これはなぜでしょう。仕事をどのように考えるのか、仕事の達成をどのように考えるかにも関わりますが、１プレーヤー（係員）で仕事を達成するのか、役職につき、組織・人を動かしながら仕事を大きく完成させることによって充実感を味わうのか、です。日常的な仕事の遂行が「好きな仕事」で、役職は低くてもよいと考えるのか、と、苦労は伴うが「より大きな仕事（政策実現）、一層の自分のアイディアが活かせる仕事
」の遂行で、さらに大きく「好きな仕事」となるのか、自分自身が仕事をどのように考えるのかです。
確かに係長ぐらいまでは自分で直接創意工夫をしながら仕事に携われますが、課長級以上になると職場管理・庁内調整や議会対応等にウエイトが移り、自分の仕事をコツコツと遂行した「やりがい」は薄くなるかもしれません。となれば、役職はあまり上がらずに、「好きな仕事」をする方が良いともいえます。
しかし、若い時はそれでもいいと思うこともあるかもしれませんが、年齢を重ね、自分より若い職員が上司になり、その指示で働くということが現実になってくると、その職員自身も、また若い上司もチームでの職務が遂行しにくく、職場の成果は上がらず、職場の雰囲気も気まずくなりがちです。また、「好きな仕事」も職場を異動すれば、その「好きな仕事」ではない、違った仕事をすることもあり、反対に意欲を失ってしまうこともあるようです。さらに、果たしてそのように公務員生活を終えることが自分の人生の充実という点からどうなのかも考えることも必要でしょう。
また、役職に就くと悩むのは政治・議員との関係です。自治体ではさまざまな局面で政治過程、つまり、政治家（首長・議員等）の要求や意思決定が複雑に絡み合って、職員の行政執行に入り込んできます。もちろん、それは住民代表としての政治家の政治的意見として入ってくるものであり、避けることはできません。自治体の政策を進めるうえで難しいのは、その政治的意見が、たとえば、議会全体の意思か、議員個人のまたは会派の意見かが不分明なことが多いことです。前者の場合はもちろん行政執行においてその意思に基づいて行わなければならないでしょう。後者の場合が難しく、職員を悩ませるのです。特に有力な古参議員の申し出は職員を苦しめます。
このようなことは「地位の上昇とともに権限も大きくなるが、同時に責任も重くなり、多方面への配慮と慎重な判断が必要となる。しかも張り切り過ぎてミスをしたり、面倒な事態を惹起したり、あまり仕事が出来過ぎ『有能』ぶりを発揮して上司の存在をかすませ、うとんじられても損である、となり、保身への動機は強まる」
ことにつながります。
そのため、地位の上昇に伴い新しいことの着手はためらうことが多くなり、前年どおりで行う方が職員としても組織としても無難であり、どうしても前例踏襲となりがちです。しかし、この政治過程の中にいかに行政（執行機関）の位置を見いだすか、また、行政（執行機関）の中にいかに政治を位置づけるか、その相互作用、相互補完をうまく機能させることが、苦労はするが管理職の面白さ、醍醐味、腕の見せ所といえるかもしれません。
役職につけば、苦労もありますが、大きな仕事（政策実現）、自分の想いが活かせ、「いい仕事」ができる可能性が大きく開かれます。
このようなことを考えた場合、組織としては昇格による待遇を改善することや、一層能力の向上や能力が発揮できるようにすることにより、職員の昇格への関心を高め、〈やる気〉の向上をフォローすべきだと思います。
職員には、ぜひ役職へもチャレンジしていただき、自分の人生を大きく広げ、より「いい仕事」をする機会を増やし、自治体の仕事のダイナミズムを味わっていただきたいと思います。
3-5　能力向上・自主研究
　少子高齢社会となり、これからますます社会保障の負担、税の負担も増し、若い世代、市民の負担感は大きくなってきます。また、さらに新たな課題の解決のための職務も増えてきます。自治体職員が旧態依然とした働き方で済まされそうにはない時代です。明確な展望と地域感覚・市民感覚を確実に身につけるとともに、しっかりと前進しなければなりません。公務員バッシングもあり、旧来モデルは崩壊しつつあるといえます。新しい自治体職員の働き方を模索して、しっかり築きあげねばなりません。そのため、「勤務時間中の研修以外には自己研さんをしないなどは怠慢の限りである。
」と言われるように、資質と能力を磨くために、勤務時間内の職員研修だけでなく、身銭を切って自主研究を続け、自ら能力を向上させることが求められています。
　近年、自治体内部で自主研究をする職員が少なくなったといわれます。それは、①業務が多忙になったから、②庁内のグループでの研究会は“出る杭”のごとく打たれるから、③研究会の成果を職務を通じて発揮することができない等が原因であるようです。
　今、各自治体を取り巻く環境はめまぐるしく変化し、職務内容は複雑、高度化しており、職員は日々のルーティンをこなすだけではなく、「いい仕事」をするため、自ら能力を向上させ、業務見直しや新たな地域政策課題を解決するために知恵を発揮しなければならない時です。そのことを職員は意識していないかもしれませんし、気づいている職員はいるものの行動するまでには至っていないのかもしれません。しかし、今、新しい地域課題を解決する新しい手法を見いだす必要性は増し、そのために、研究会や自学を重ねる必要性は増していると思います。
にもかかわらず、現状はどうでしょうか。職員は「Ｑ22　自治体業務の見直しや自らの能力向上を目指す雰囲気の有無」（第4章、79、80頁参照）では、「1）大半の職員にある」8.8％、「2）半分くらいの職員にある」19.4％とで3割近い人にあり、「3）一部の職員にある」が57.2％で圧倒的に多いことが分かります。この「一部職員」ではなく、多くの職員が自ら能力向上を目指し、自主研究が盛んになることが必要です。
　しかし、現実には、期待とは逆の実態があるようです。「最近の公務員の方は本を買わないですね。」とは自治体関係の出版社の方の言ですが、「Q24　自治体業務遂行の能力向上や、業務上の政策提言のための自学の有無」（第4章、80、81頁参照）を見ると、「1）定期的に自学をしている」6.1％、「2）不定期だが自学をしている」32.2％で、合計でも38.3％しかしていないことが分かります。反面、「4）自学をしたことがない」42.3％、「3）以前はしていたが今はしていない」18.6％で、合計すると、「現在していない」60.9％と、非常に高い数値になります。これで今の厳しい公務員を取り巻く時代状況を乗り越えられるのでしょうか、疑問に感じます。
次に、「Q25　自治体業務に関連する自主研究グループに属したことの有無」（第4章、82、83頁参照）では、「1）現在複数のグループに属している」1.3％、「2）現在１つのグループに属している」4.6％、「3）現在は属していない」15.6％、「4）自主研究グループに属したことがない」77.5％と、属したことがない人が驚くほど高く、“現在属していない”（＝3）＋4）」）は93・1％となり、この非常に高い数値に驚かざるをえません。自主研究グループに入らずとも現実に仕事はできるし、今後ともやり切れる、それでいいと考えているのでしょうか。一方で、「生活上の重視度」の第1位が余暇で53.3％は、あまりにも多すぎるのではないか、と思います。
さらに、2009年の電機連合「組合員意識調査」
では、質問項目に微妙な差があるのですが、「目標実現を意識した仕事や自己啓発の有無」では、「普段からやっている」11.0％、「ある程度やっている」48.0％、「あまりやっていない　」37.4％、「まったくやっていない」3.6％となっており、比較すると、その差に悲観的にならざるを得ません。
次に、「Q26　現在属している自主研グループの構成」（第4章、84頁参照）を見ると、自主研グループに現在属している人のみの回答になるので、総数159と回答数は少ないのですが、「1）勤め先の自治体職員だけ」が49.7％で約半数、「2）勤め先の自治体職員と市民など」が17.6％となっています。その合計「勤め先の自治体のみのグループ」だと67.3％で、3分の2と多く、「自治体横断的がグループ」になると30.8％と低くなります（Q26Ｘ）。
これからは政策やその執行で各自治体の個性の発揮の必要性とともに、他自治体から学び、そのことを自分の自治体独自のものに創りあげていく工夫も必要であります。広く他自治体職員との交流も行っていくべきでしょう。
「外へ行く時間があるなら、中で仕事をしろ」と私も言われましたが、市役所の外でさまざまな人との出会いは、いろんな刺激を受けて、仕事は改善できるし、自分自身の気づきにもつながるはずです。ルーティンをこなしているだけでは本来の姿、時代状況に沿った仕事の手法は見えてこないと思います。すぐに変革しにくいこともありますが、市民、他自治体の職員との出会いが仕事の手法を転換するきっかけになります。価値観を変えてくれる、人生観を変えてくれる、そのような出会いは40年間の公務員人生で非常に大切だと思います。
多様な研究会等にもっと積極的に参加して、新たな地域課題の解決のために、新たな手法も学び、活用することは、〈やりがい〉を持ち続け、「いい仕事」をするためにも必要でしょう。少し勇気を出して出かけていただくと、きっと新たな気付きや仕事の深まりにつながるでしょう。ぜひ出かけてみてください。世界が広がることでしょう。
　さまざまな経験をしながら、〈やりがい〉を持ち続け、〈やりがい〉を高めていくことは難しいかもしれません。しかし、全国には多様な仕事に元気に取り組んでいる多くの自治体職員がいます。
　今、公務員は無駄、公務員の人件費は無駄だからできるだけ削減すればよい、と、ある意味乱暴な議論が飛び交い、公務員数は大きく削減され、かつこれからも続くでしょう。本当にこれでいいのでしょうか。
公務員は平常時にはもちろんのこと、異常時や災害のあった時には、率先して、その予防のため、救援のため、さらに事後処理にと夜を徹して、使命感を礎に仕事にあたっています。公務員は決して無駄ではありません。市民と向かい合って「いい仕事」をするため、必死で努力を重ねています。
これからも「いい仕事」をするために、〈やりがい〉を持ってがんばっていただきたいと思います。
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